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令和２年度においては、前年度に引き続き、警察庁をはじめ都道府県警察、関係機

関・団体との連絡と協調を一層緊密にするとともに、適正かつ効率的な業務運営に努

め、

○ 交通管理に関する技術の研究開発及び普及

○ 自転車の点検整備等に関する技能検定及び証明等自転車の安全利用の促進

○ 道路交通法令に基づく型式認定に関する試験

○ 海外における交通管理に関する技術についての協力援助

○ 道路交通情報に関するデータベースの作成

○ ＯＳＳ推進警察協議会に関する事務

等について実施した。

１ 業務運営に関する主な行事

主な行事は、次のとおりである。

(１) 監事監査・調査 令和２年 ５月１９日（火）

令和３年 ３月 ２日（火）

(２) 理 事 会（第１回通常） 令和２年 ６月 ５日（金）みなし決議

（第１回臨時） 令和２年 ７月 ２日（木）

（第２回臨時） 令和２年１２月 ７日（月）みなし決議

（第２回通常） 令和３年 ３月 ９日（火）みなし決議

(３) 評議員会（定 時） 令和２年 ６月１０日（水）みなし決議

（第１回臨時） 令和３年 ３月１７日（水）みなし決議

(４) 講演会（第１８回）及び研究開発発表会

令和２年１１月 ４日（水）

(５) 研究開発委員会 令和３年 ２月１６日（火）

(６) 研究開発専門委員会

ア 交通管理技術の海外移転に関する研究専門委員会

作業部会 開催数 １回

(７) 型式認定試験審査委員会

ア 原動機を用いる身体障害者用の車椅子試験審査委員会

開催数 ５回

イ 駆動補助機付自転車・普通自転車試験審査委員会

開催数 ６回

ウ 原動機を用いる軽車両試験審査委員会

開催数 １回

エ 歩行補助車（２号）・駆動補助機付自転車・普通自転車等試験審査委員会

開催数 １回

(８) 自転車安全整備技能検定審議会

開催数 １回

（９） 自転車安全整備制度推進ブロック会議

新型コロナウイルス感染症の流行により中止
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２ 事業の概要

令和２年度における事業の概要は、次のとおりである。

(１) 公益目的事業

ア 研究開発事業

(ア) 次世代ＩＴＳ情報インフラ基盤の構築に関する調査研究（継続）

【民間プローブデータに関する調査研究】（自主研究）

平成２６年度にとりまとめた「次世代ＩＴＳ情報インフラ基盤の構築

に関する調査研究」のフォローアップとして継続している。

令和２年度は、警察庁が公開している断面交通量計測情報等の利用向

上に向けた協力を継続した。なお、利用者からの要望に対応して利便性

の向上のための準備を進め、令和３年４月からＧＩＳ（地理情報システ

ム）対応フォーマットで計測地点位置情報の提供を開始する。

また、民間プローブ情報のＶＩＣＳ等における活用状況をフォローす

るとともに、各方面で進められている道路交通関係情報の利活用に向け

た取り組みの調査も継続した。

(イ) 東京オリンピック・パラリンピック競技大会関連道路交通情報提供に

関する調査研究（継続）

【東京オリンピック・パラリンピック競技大会開催時における道路交通

情報の提供方式等に関する調査研究】（自主研究）

日本国内の道路交通情報に関しては、当協会が作成・提供している交

通管理リンクを利用したＶＩＣＳ等によって提供されており、これまで

の調査研究により、東京オリンピック・パラリンピック開催時もこの方

法によって提供されることが判明したことから、開催時に必要なリンク

を追加した。

令和２年度は、大会の開催が延期されたことから、当初計画していた

交通情報提供の効果の検証等について令和３年度に持ち越すこととなり、

大会開催方法の変更等の情報収集を行った。

(ウ) 自動運転時代における交通管理に関する調査研究（継続）

【自動運転における交通管理の課題の抽出・検討】（自主研究）

我が国においては、この先の１０年程度の間に自動運転は相当程度の

実現化が期待できる状況にあることから、安全で円滑な道路交通の実現

という基本的な点に着眼して、自動運転時代に合わせた交通管理につい

て調査研究をすることとした。

令和２年度は、有識者の方々の意見を基にして自動運転における交通

管理の課題の抽出・検討を継続した。



3

イ 自転車安全利用促進事業

(ア) 自転車安全整備技能検定の実施

令和２年度の自転車安全整備技能検定(自転車安全整備士資格試験)に

ついては、新型コロナウイルス感染症の流行により、やむなく中止する

こととなったが、令和３年度については、十分な新型コロナウイルス感

染症対策を取るとともに、令和２年度に受験できなかった者が受験者数

を増加させる要因となることを踏まえ、一部の会場では２日間連続で試

験を行うなどして受験者増に対応できるよう準備を進めている。

○ 令和２年度末の自転車安全整備士数 ７５，２４６名

（イ） 平成３０年度自転車安全整備技能検定学科試験における不適切出題等

について

平成３０年度、同２８年度及び同２６年度自転車安全整備技能検定学

科試験における不適切出題が判明したことから、合否判定を再実施し、

その結果合格となった受験者への謝罪等を行うとともに、令和３年２月

３日、公表文及び自転車安全整備制度関係規程集の訂正文を当協会のホ

ームページに掲載した。

(ウ) 自転車安全整備店の登録状況

自転車安全整備店の新規・再登録店数は、前年度より減少した。

○ 新規・再登録店数 １９４ 店（前年度比－９６店）

○ 自転車安全整備店登録数 １３，０３０店

(エ) ＴＳマ－クの交付状況と普及に関する各種施策の推進状況等

ａ ＴＳマークの交付状況

令和２年度におけるＴＳマークの交付は、交付総数で約２１４万枚

となり、前年度と比較すると約２１万枚（約９．２％）減少した。

○ 交付枚数 2,145,010 枚（前年度比－ 216,300 枚）
（内訳）赤色ＴＳマーク 1,378,910 枚（前年度比＋ 90,040 枚）

青色ＴＳマーク 766,100 枚（前年度比－ 306,340 枚）

ｂ ＴＳマーク付帯保険の運用状況

令和２年度のＴＳマーク付帯保険金支払い該当事故は、４５０件で

前年度と比較すると２００件（３０．８％）減少した。

（内訳）死亡・重度後遺障害事故 １２件（前年度比 －１３件）

傷害入院１５日以上事故 ４３１件（前年度比 －１７４件）

賠償責任事故 ０ 件（前年度比 ±０件）

被害者見舞金事故 ７ 件（前年度比 －１０件）
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ｃ ＴＳマークの普及に関する各種施策の推進状況等

(ａ) ＴＳマークの普及、広報活動

自転車の点検整備の必要性やＴＳマーク付帯保険の補償内容の

周知を図るためのポスター、リーフレット、チラシ等を作成し、

５月の自転車月間、春、秋の全国交通安全運動等各種行事やキャ

ンペーン等において、各都道府県交通安全協会、自転車商協同組

合、警察を通じて配布するなどして、ＴＳマークの普及、広報活

動の推進に努めた。

更には、ＴＳマーク付帯保険の新規加入者及び更新者（リピー

ター）を増やすため、令和３年２月にキャンペーン用ポケットテ

ッシュを作成、各自転車整備店に配布し、ＴＳマーク利用者の拡

大を図った。

(ｂ) ＴＳマークの広報に関する報道機関等への対応

自転車活用推進法等の浸透により、自転車の点検整備や賠償責

任保険の加入義務化など、国民の自転車政策への関心の高まりと

ともに、ＴＳマークに関しても、報道機関からの取材や各自治体

等からの問い合わせが年々増えている。

(ｃ) ＴＳマーク広報用交通安全教育ビデオによる啓蒙活動

平成１８年に、自転車事故防止の学校対策用として、中・高校

生向けにＴＳマーク広報用ビデオ「まさかの未来」を警察庁の監

修を得て企画・制作し、全国の中・高等学校に無償配付し、以来、

多くの学校で広く活用されている。なお、当協会のホームページ

にも掲載しており、令和２年度中のアクセス数は３８１件であっ

た。

(ｄ) 自転車点検用教材（ＤＶＤ）による自転車の安全利用を促進す

る啓蒙活動

自転車の安全利用を促進するために、平成３１年２月から「安

全！安心！誰でもできる自転車点検ＤＶＤ」を制作し、全国の警

察本部、警察署、教育委員会、交通安全協会、各自転車商等協同

組合、モデル校、モデル企業等に配付するとともに、本教材をホ

ームページ、YouTube にも掲載し、以来、多くの学校、職場等で
広く活用されている。

(ｅ) 自転車安全利用条例並びにＴＳマーク貼付に対する補助金交付

制度の制定に向けた支援

自転車安全利用条例並びにＴＳマーク貼付に対する補助金交付

制度の制定について、関係自治体に対し、必要な資料を提供した

り、相談に応じる等側面的な支援を推進した。

○ 令和２年度は、新たに三重県、宮城県など９自治体において

条例が施行され、令和２年度末現在、施行されている自治体は
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１１３団体（前年度比＋１１）となっている。また、令和２年

度内に、東京都、愛媛県、奈良県、山梨県、福岡県、福岡市な

どで、賠償責任保険への加入を義務化するなど、地方自治体に

おいて賠償責任保険義務化の動きが加速化している。

今後も、ＴＳマーク付帯保険の紹介など、自転車安全利用促

進について自治体等との連携を図っていく。

○ 平成３０年４月から東京都の都民提案事業として、自転車の

点検整備に対する補助事業が採用され、東京都の要請を受け、

事業執行に対し、資料の提供等の協力を継続して行っている。

○ ＴＳマーク貼付に対する補助金交付制度のある自治体は、令

和２年度末現在、１２自治体（前年度比±０）になっている。

(ｆ) 防犯登録時に併せてＴＳマークを貼ろう運動の継続推進

この運動の定着化は、ＴＳマークの普及・拡大の鍵となるもの

であることから、関係団体との連携のもと、店頭や学校での自転

車の点検等の機会を活用して、積極的な取組みを図っている。

なお、効果的な施策や実績を挙げた組合等については、感謝状

等を贈り表彰した。

(ｇ) 量販店等に対する自転車安全整備店登録の勧奨活動等の推進

各都道府県交通安全協会を通じ、未登録量販店等に対する自転

車安全整備店登録の推進を働きかけている。

(オ) 自転車通学安全モデル校事業の推進及び全国自転車安全利用モデル企

業の推進等

ａ 平成２５年度から学校における自転車の安全利用の促進を図るため、

全国の大学、高校、中学校等を対象として「自転車通学安全モデル

校」に指定しており、令和２年度は６月に高校１校、中学校２校の計

３校を、１１月に高校２校、合計５校を、それぞれ指定した。

更に、平成２９年度に指定した５校、再指定した１１校の計１６校

を再指定並びに再々指定したので、令和２年度末の自転車通学安全モ

デル校は大学４校、高校３３校、中学２９校の６６校となった。

ｂ 平成２７年度から、企業における自転車の安全利用や交通事故防止

を一層促進する気運を醸成するため、他の模範となる活動を行ってい

る企業を「全国自転車安全利用モデル企業」に認定している。

令和２年度は令和３年２月に、株式会社オートテクニックジャパン

を認定した。

更に、平成２９年度に認定した４企業を再認定したので、令和２年

度末の全国自転車安全利用モデル企業の総数は、１５企業となった。
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ｃ 令和２年４月１日に警察庁から発出された通達「交通安全教育の機

会等を活用した自転車の点検整備の促進について」(警察庁丁交企発第

７２号)等を受け、自治体等関係機関に対し、自転車使用事業者等に対

する通勤・通学や業務での自転車利用者に対して自転車の点検・整備

の勧奨や事故に備えた賠償責任保険への加入促進をすることを働きか

けた。

(カ) 各種会議の開催及び表彰

ａ 自転車安全整備制度推進ブロック会議の開催

毎年度秋に、全国７ブロックにおいて、各都道府県交通安全協会専

務理事、自転車商等協同組合理事長及び事務担当者が出席し、警察庁、

管区警察局及び開催地警察本部幹部の参加のもと、「自転車安全整備

制度推進ブロック会議」を開催し、ＴＳマークの普及拡大に関する活

動状況、問題点及び対策等について協議し、自転車安全利用促進事業

等の充実を図っているが、令和２年度は、新型コロナウイルス感染症

の流行により、全ブロックにおいて中止とした。

ｂ 自転車安全整備制度推進優秀組合等の表彰

ＴＳマークの貼付に実績を挙げた団体、広報活動が優秀な団体、自

転車通学安全モデル校指定に多大な功労があった各都道府県の自転車

商等協同組合及び交通安全協会の総数３３団体に感謝状等を贈り表彰

した。

ウ 型式認定試験事業

当協会は、国家公安委員会から道路交通法令に基づき型式認定の「指定試

験機関」として指定を受け、各メーカー等からの申請に基づき、型式認定対

象機器ごとに型式認定試験審査委員会を開催しているが、令和２年度は、１

２６件の型式認定試験を実施した。

○ 原動機を用いる身体障害者用車椅子 ９件 (前年度比＋４件)

○ 駆動補助機付自転車・普通自転車 ８２件 (前年度比－８件)

○ 駆動補助機付自転車 ３２件 (前年度比－１９件)

○ 原動機を用いる軽車両 ２件 (前年度比＋２件)

◯ 歩行補助車(2号)、駆動補助機付自転車・普通自転車 １件 (前年度比

＋１件)

エ 海外技術協力事業

(ア) 海外技術協力体制の強化

現在実施している海外技術協力に加えて、今後、さらに活発化が予想
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される交通管理に関するＪＩＣＡの海外事業案件への技術協力要請に応

えるため、「交通管理技術の海外移転に関する研究専門委員会」の下、

情報交換や支援要員のスキルアップなどの協力・推進体制の充実・強化

を図っている。

令和２年度は、新型コロナウィルス感染症の流行による海外技術協力

事業への影響等について、オンラインによる作業部会を開催し、情報共

有を図った。

(イ) バングラデシュ国ダッカ都市交通マネジメントプロジェクトに対する

技術協力

平成２６年４月に日本工営（株）がＪＩＣＡから受託したプロジェク

トであり、同社からの要請により、同年５月から技術協力を実施してい

る。

当初は２年間の協力期間であったが、同国の政情等の影響で休止を繰

り返している。

令和２年度に予定されていた業務は、新型コロナウィルス感染症の流

行により、令和３年度以降に延期された。

(ウ) モンゴル国ウランバートル市大気汚染対策能力強化プロジェクトにつ

いての技術協力

平成３０年１１月に（株）数理計画がＪＩＣＡから受注したプロジェ

クトであり、同社からの要請により、平成３１年２月から技術協力を実

施している。

ウランバートル市中心部の交通信号制御技術の向上による自動車排ガ

ス低減を目的として、令和２年度は、同市交通管制センター職員等に対

する本邦招致研修等を計画していたが、新型コロナウィルス感染症の流

行により、令和３年度以降に延期された。

(エ) インド国チェンナイ都市圏ITS整備事業についての技術協力

令和２年２月に日本工営（株）がインド国タミル・ナードゥ州政府か

ら受注した約５年間にわたる事業であり、同社からの要請により、同月

から技術協力を実施している。

令和２年度は、オンラインにより基本設計の作成を支援した。

(オ) 全世界ＩＴＳ実務課題別研修に係る実施支援及び動向調査

平成３１年２月に日本工営（株）がＪＩＣＡ から受託した事業で、Ｊ

ＩＣＡ が東京大学に委託して開発途上国向けに実施するＩＴＳ実務課題

別研修における実施支援、受講者の自国でのフォローアップ、ＩＴＳの技

術動向調査活動に、同社からの要請により、同月から３年間にわたる技術
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協力を実施している。

令和２年度は、海外からの研修生招聘ができないため、オンラインで新

規研修及び前年度に招聘した研修生のブラッシュアップ研修を実施した。

なお、開発途上国での現地セミナーや技術動向調査等は令和３年度に実施

することになった。

(２) 収益事業

ア 道路交通情報データベース事業

交通管理リンクデータベースは、都道府県警察の交通管制システムにおい

て渋滞情報や通行止め等の交通情報をデジタル道路地図上に表示するための

道路の区間（リンク）をまとめたもので、交通情報提供においても広く活用

されているものである。

近年では、災害時等に通行止め等交通情報を表示できる範囲を拡大するた

め、一般都道府県道まで拡充するとともに、東京オリンピック・パラリンピ

ック開催時に必要とされるリンクの追加を行った。

令和２年度は、例年通りの更新作業を実施するとともに、災害時に必要な

道路として、都道府県警察から依頼のあった全国約１，８００路線について

リンクの追加を行った。この結果、交通管理リンクデータベースのリンク数

は、前年度比約１万４千リンク増の約３８万７千リンクとなった。

（ア) ＶＩＣＳシステム等への提供

更新した交通管理リンクデータベースは、例年通りＶＩＣＳリンクデ

ータベ－スの一般道路用としてＶＩＣＳセンターに使用許諾するととも

に、都道府県警察、日本道路交通情報センター等に提供した。

（イ) 交通安全施設の位置情報提供

警察庁が公開している断面交通量情報と交差点制御情報については、

交通管理リンクで計測地点や交差点の形状等を表現している。このため、

交通管理リンクデータベースを利用して、必要な情報を当協会のホーム

ページで公開するとともに、有料で詳細情報の提供を実施している。

イ 型式推奨試験・確認検査事業

本事業は、交通管理に係る機器について当協会の推奨を受けたいとする機

器メーカ等の申請に基づき、当該機器の機能・性能について必要な試験・確

認等を実施し、推奨に適すると認められるものについて、型式推奨証を交付

する事業である。

令和２年度においては、試験の実施には至らなかった。
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(３) その他の事業

ＯＳＳ推進警察協議会事業

当協会は、ＯＳＳ推進警察協議会から事務局の業務を委託されており、次の

事務を実施した。

○ 負担金の徴収、保管に関する事務

○ 委員会、総会の開催等に関する事務

○ その他協議会の活動及び運営に関する事務


